
































組織改編
（本庁に集約）

指定管理者
制度導入

○ 下水道、集落排水、浄化槽など複数の
事業を１人で担当する職員が多数

※平成31年度の秋田県内市町
村の生活排水処理事業関係す
る職員数
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県と市町村の「機能合体」

問題意識

○限られた行政資源の中、将来にわたり行政サービスを維持していくためのシステムづくりが、県と市町村に共通した喫緊の課題
○県と市町村の二重行政や連携不足などを改善することが必要
○公共インフラの管理・運用は、県と市町村の二層構造に馴染まないものもあり、一体的に行うことの検討が必要

県と市町村の機能合体の推進 ～人口減少社会を知恵と工夫で乗り越える!～

県と市町村の協議・研究の場

• 秋田県・市町村協働政策会議（平成21年設立）
• 人口減少社会に対応した行政運営のあり方研究会（５作業部会）

県

施設
マンパワー
ノウハウ
財源

 インフラや施設の一体的管理・運用
 行政組織の統合・ワンフロア化
 公共施設の共同建築
 事業の共同実施

市町村

施設
マンパワー
ノウハウ
財源効 果



秋田県・市町村協働政策会議
(平成21年度設置)

○ 県及び市町村の協働、対等な立場で合意形成
○ 住民サービス向上、地域の自立・活性化等政策提案)

□ 生活排水処理に関する県と市町村との協働事業の計画立案
□ 事業の円滑な推進を図るための連絡調整

秋田県生活排水処理事業連絡協議会
(平成2２年４月設置）【任意設置】

下水道法に基づいた法定協議会
(令和元年５月設置）

▼ 知事、市町村⾧、管理者を構成員とし、迅速に意思決定

▼ 課題抽出と対応策の検討のため、幹事会・部会を設置

完 完 完 完完
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○ 自治体が本来行うべき業務を自治体に代わって行うこと、及び、自治体業務に対する支援（助言、評価、チェック、照査）の包括的に
「補完」と定義する。

○ 政策判断や監督・指導等の公権力の行使にかかる業務そのものや、また、すでに民間企業が担っているような維持管理や工事の実施そ
のものは基本的に補完の対象とはならない。

○ 生活排水処理事業の業務を以下のように分類し、補完のニーズを把握した。

経営
分析・
経理

契約
事務

資産情
報の管
理

調書
作成

設計 建設工事 保全作業 運転作業 維持管理作業

台帳管理

予算・
決算

人事・
給与・
庶務

事業
財源
確保

財務
システ
ム管理

発注
作業

工事
監督
補助

コンサル
審査

PPP
モニタリング

発注
作業

業務
モニタリング

総務・経理・庶務
新規整備・改築

管路処理場・
ポンプ場

維持管理

施設管理

将来予測推計

経営シミュレーション・予測

法適用

経営戦略
改定

目標管
理

条例・
規定等の
制定

ストックマネジメント計画

点検・調査・修繕計画策定

使用料改定

ビジョン改定

事業運営方針・組織体制・条例

一般
業務

業務
管理

計画
策定

政策
判断

窓口・
住民
対応

広報 災害
対応

魅力度
向上

職員
研修その他＋

業
務
レ
ベ
ル

業務分類

経営
管理

マンパワー＋
専門知識

マンパワー

浄化
槽

高
度
業
務

日
常
業
務

公権力の行使にかかる業務

すでに広く民間委託により実施されている業務

生活排水処理事業における業務一覧



担当職員ニーズ（アンケート結果）

★：第１期(設立から3年)から補完を希望する業務 〇：補完を希望する業務

経営管理計画策定政策判断

将来予測推計経営SIM・予測法適用点検調査修繕計
画策定ストマネ計画目標管理経営戦略改定使用料改定ビジョン改定

〇〇〇★〇★★★県
★〇A市

〇★★〇B市
〇〇★〇〇C市
★★〇〇〇D市
〇〇〇★〇〇〇〇E市
〇★〇★★〇〇〇F市

★〇〇★G市
★〇H市
★〇★I市

★〇〇★★〇〇★J市
〇〇〇〇★〇〇〇K市

★〇L市
★〇★M市

〇〇〇N町
〇〇O町

★〇★P町
★Q町

〇★〇★★〇R町

〇〇〇〇〇〇〇〇〇S町
〇★★〇★T町

〇U町
〇〇V町

★★★W村
★★★★★★★★★X村

★★Y村
4942115735★合計
7837136967〇合計
111779241116912★〇合計

2/3以上が補完希望の業務

1/2以上が補完希望の業務
○ 3分の2以上の団体が、「ストマネ計画」の補完を望んでいる。
○ 2分の1以上の団体が、「経営戦略改定」、「経営SIM・予測」の補完を望んでいる。

（※令和2年12月実施）



担当職員ニーズ（アンケート結果）

その他一般業務業務管理
窓口・住
民対応魅力度災害対応広報職員研修台帳管理設計調書経営分

析・経理
コンサル審
査

工事監督
補助

事業財源
確保

予算・決
算

PPPモニタ
リング

業務モニ
タリング

○★★★★★○★★〇〇〇★★県
〇★★★★★★★A市

★★〇★〇★★★B市
〇★★〇〇〇★〇〇〇〇C市

〇〇★★〇D市
★〇★〇★〇〇★〇〇〇〇〇〇E市
〇〇★★〇〇〇★〇〇〇〇〇★★F市

★★★〇〇〇G市
★★〇〇H市

〇〇〇〇I市
〇〇〇〇〇〇〇〇〇★〇〇〇〇J市
〇〇★〇〇★〇〇〇〇〇〇〇〇K市
〇★★★〇〇L市

★〇〇〇〇★★〇M市
〇〇〇N町

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇O町
〇〇★〇★P町

〇★〇〇〇〇〇〇Q町
〇〇〇〇★〇R町

〇〇★〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇S町
〇〇〇〇★★★T町

★〇★★〇U町
〇〇★★V町
★★〇★★〇〇W村

★★★★★★★★★★★★〇★X村
〇〇〇★Y村
321348911010323445★合計
9510491316810111279212〇合計
127238172217182014141013617★〇合計

2/3以上が補完希望の業務

1/2以上が補完希望の業務

○ 3分の2以上の団体が、「経営分析・経理」、「調書」、「台帳管理」、「災害対応」を望んでいる。
○ 2分の1以上の団体が、 「業務モニタリング」、「予算・決算」、「工事監督補助」、「コンサル審査」、「設計」、「職員研修」を望んでいる。

（※令和2年12月実施）

★：第１期(設立から3年)から補完を希望する業務 〇：補完を希望する業務



担当職員ニーズ まとめ

（設立第1期より希望される業務）

台帳管理

経営戦略
改定

ストマネ計画

調書作成

設立

高度業務を提供する
能力ある人材確保が
不可欠（※）

将来

マンパワー＋
専門知識が必要

業務量に応じた人員
確保が不可欠 マンパワーが必要

経営分析・経理

職員研修

経営シミュレー
ション・予測

災害対応

業務
モニタリング

設計

予算・決算

工事監督
補助

コンサル審査

2/3以上が補完希望の業務

1/2以上が補完希望の業務

○ アンケートの結果、補完組織の設立第1期から補完を希望する業務としては、「ストマネ計画」、「経営戦略改定」、「経営シミュレーション・
予測」、「経営分析・経理」、「台帳管理」、「災害対応」、「調書作成」、「職員研修」であった。

○ また、中⾧期的には、「業務モニタリング」、「予算・決算」、「工事監督補助」、「コンサル審査」、「設計」であった。

その他個々の自治体のニーズに応じた業務

相
互
に
関
連

※例えば、下水道の計画設計を行うためには、技術士の資格を有るもの、または下水道事業団
第一種技術検定に合格し、5年以上の実務経験を有するものでなければならない。
また、経営戦略改定や経営シミュレーション・経営分析を行うためには、公認会計士の資格を
有するもの、または、公営企業会計の実務経験を相当程度有しているものでなければ困難である。



✓
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•

•
•
•

•
•

•

【有識者意見】



株式会社
ONE・AQITA
（ワン・アキタ）

会社設立:R5.11
資本金:１億円
株主構成:
官(県・市町村)
51%
民(ﾊﾟｰﾄﾅｰ事業者)
49%



■常勤役職員数１３名（内技術職員数１１名）、非常勤４名







04ONE AQITAの成⾧戦略

P19


